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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ホスト化合物及びドーパント化合物を含有する発光層を有する有機エレクトロルミネッ
センス素子において、該発光層と陰極間に形成される少なくとも１層に下記１、３、４、
５、１１、１４または１７から選ばれる電子輸送材料の少なくとも一種を含有し、該ドー
パント化合物が燐光性化合物であることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素子
。
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【化Ｄ】

【請求項２】
　前記発光層と陰極間に形成される少なくとも１層が発光層に隣接することを特徴とする
請求項１に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子を有することを特徴とす
る表示装置。
【請求項４】
　有機エレクトロルミネッセンス素子となった状態での電界発光によって得られる発光極
大波長が異なる２種以上の有機エレクトロルミネッセンス素子を有する多色表示装置にお
いて、少なくとも１種の有機エレクトロルミネッセンス素子が請求項１または２に記載の
有機エレクトロルミネッセンス素子であることを特徴とする多色表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、有機エレクトロルミネッセンス素子及び表示装置に関し、詳しくは、発光輝度
及び寿命に優れた有機エレクトロルミネッセンス素子及びそれを有する表示装置に関する
。
【０００２】
【従来の技術】
発光型の電子ディスプレイデバイスとして、エレクトロルミネッセンスディスプレイ（Ｅ
ＬＤ）がある。ＥＬＤの構成要素としては、無機エレクトロルミネッセンス（以下無機Ｅ
Ｌとも略記する）素子や有機エレクトロルミネッセンス（以下有機ＥＬとも略記する）素
子が挙げられる。無機ＥＬ素子は平面型光源として使用されてきたが、発光素子を駆動さ
せるためには交流の高電圧が必要である。有機ＥＬ素子は、発光する化合物を含有する発
光層を、陰極と陽極で挟んだ構成を有し、発光層に電子及び正孔を注入して、再結合させ
ることにより励起子（エキシトン）を生成させ、このエキシトンが失活する際の光の放出



(6) JP 4374842 B2 2009.12.2

10

20

30

40

50

（蛍光、燐光）を利用して発光する素子であり、数Ｖ～数十Ｖ程度の電圧で発光が可能で
あり、さらに、自己発光型であるために視野角に富み、視認性が高く、薄膜型の完全固体
素子であるため、省スペース、携帯性等の観点から注目されている。
【０００３】
しかしながら、今後の実用化に向けた有機ＥＬ素子には、さらなる低消費電力で効率よく
高輝度に発光する有機ＥＬ素子の開発が望まれている。
【０００４】
特許第３０９３７９６号では、スチルベン誘導体、ジスチリルアリーレン誘導体またはト
リススチリルアリーレン誘導体に、微量の蛍光体をドープし、発光輝度の向上、素子の長
寿命化を達成している。
【０００５】
また、８－ヒドロキシキノリンアルミニウム錯体をホスト化合物として、これに微量の蛍
光体をドープした有機発光層を有する素子（特開昭６３－２６４６９２号）、８－ヒドロ
キシキノリンアルミニウム錯体をホスト化合物として、これにキナクリドン系色素をドー
プした有機発光層を有する素子（特開平３－２５５１９０号）が知られている。
【０００６】
以上のように、励起一重項からの発光を用いる場合、一重項励起子と三重項励起子の生成
比が１：３であるため発光性励起種の生成確率が２５％であることと、光の取り出し効率
が約２０％であるため、外部取り出し量子効率（ηext）の限界は５％とされている。と
ころが、プリンストン大から励起三重項からの燐光発光を用いる有機ＥＬ素子が報告され
（Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，ｎａｔｕｒｅ、３９５巻、１５１－１５４ページ
（１９９８年））、以降、室温で燐光を示す材料の研究が活発になってきている（例えば
、Ｍ．Ａ．Ｂａｌｄｏ　ｅｔ　ａｌ．，ｎａｔｕｒｅ、４０３巻、１７号、７５０－７５
３ページ（２０００年）、米国特許６，０９７，１４７号等）。励起三重項を使用すると
、内部量子効率の上限が１００％となるため、励起一重項の場合に比べて原理的に発光輝
度が４倍となり、冷陰極管とほぼ同等の性能が得られ照明用にも応用可能であり注目され
ている。
【０００７】
Ｔｈｅ　１０ｔｈ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｗｏｒｋｓｈｏｐ　ｏｎ　Ｉｎｏｒｇ
ａｎｉｃ　ａｎｄ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｅｌｅｃｔｒｏｌｕｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ　（ＥＬ
　’００、浜松）では、燐光性化合物についていくつかの報告がなされている。例えば、
Ｉｋａｉ等はホール輸送性の化合物を燐光性化合物のホストとして用いている。また、Ｍ
．Ｅ．Ｔｏｍｐｓｏｎ等は、各種電子輸送性材料を燐光性化合物のホストに新規なイリジ
ウム錯体をドープして用いている。さらに、Ｔｓｕｔｓｕｉ等は、正孔阻止層（エキシト
ン阻止層）の導入により高い発光輝度を得ている。正孔阻止層としては、その他、パイオ
ニア社により、ある種のアルミニウム錯体を使用する例、及びＡｐｐｌ．Ｐｈｙｓ．Ｌｅ
ｔｔ．，７９巻、１５６ページ（２００１年）において、Ｉｋａｉ等は、ホールブロック
層（エキシトンブロック層）としてフッ素置換化合物を用いることにより、高効率な発光
を達成している。
【０００８】
しかし、いずれも有機ＥＬ素子の発光輝度及び寿命を両立しうる構成は得られていない。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、発光輝度及び寿命の向上した有機エレクトロルミネッセンス素子、及び
これを用いた低消費電力、高輝度な表示装置を提供することである。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　本発明の目的は以下（１）～（４）の手段により達成される。
　（１）ホスト化合物及びドーパント化合物を含有する発光層を有する有機エレクトロル
ミネッセンス素子において、該発光層と陰極間に形成される少なくとも１層に下記１、３
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該ドーパント化合物が燐光性化合物であることを特徴とする有機エレクトロルミネッセン
ス素子。
【化Ｅ】

【化Ｆ】
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　（２）前記発光層と陰極間に形成される少なくとも１層が発光層に隣接することを特徴
とする前記（１）に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
　（３）前記（１）または（２）に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子を有するこ
とを特徴とする表示装置。
　（４）有機エレクトロルミネッセンス素子となった状態での電界発光によって得られる
発光極大波長が異なる２種以上の有機エレクトロルミネッセンス素子を有する多色表示装
置において、少なくとも１種の有機エレクトロルミネッセンス素子が前記（１）または（
２）に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子であることを特徴とする多色表示装置。
　なお、以下１～１０については参考とされる手段である。
【００１１】
１．ホスト化合物及びドーパント化合物を含有する発光層を有する有機エレクトロルミネ
ッセンス素子において、該発光層と陰極間に形成される少なくとも１層を構成する化合物
の蛍光極大波長が４１５ｎｍ以下で、分子量が５００～２０００で、分子中の水素原子と
フッ素原子の総和に対するフッ素原子の比（Ｆ／（Ｈ＋Ｆ））が０～０．９であり、該ド
ーパント化合物が燐光性化合物であることを特徴とする有機エレクトロルミネッセンス素
子。
【００１２】
２．発光層と陰極間に形成される少なくとも１層を構成する化合物の分子量が７００～２
０００であることを特徴とする上記１記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１３】
３．発光層と陰極間に形成される少なくとも１層を構成する化合物の分子中の水素原子と
フッ素原子の総和に対するフッ素原子の比（Ｆ／（Ｈ＋Ｆ））が０．１～０．７であるこ
とを特徴とする上記１または２記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１４】
４．発光層と陰極間に形成される少なくとも１層を構成する化合物の蛍光極大波長が４０
０ｎｍ以下であることを特徴とする上記１～３の何れか１項に記載の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子。
【００１５】
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５．発光層と陰極間に形成される少なくとも１層が発光層に隣接することを特徴とする上
記１～４の何れか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１６】
６．ホスト化合物の蛍光極大波長が４１５ｎｍ以下であることを特徴とする上記１～５の
何れか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１７】
７．ホスト化合物の蛍光極大波長が４００ｎｍ以下であることを特徴とする上記６記載の
有機エレクトロルミネッセンス素子。
【００１８】
８．発光層と陽極間に形成される少なくとも１層を構成する化合物の蛍光極大波長が４１
５ｎｍ以下であることを特徴とする上記１～７の何れか１項に記載の有機エレクトロルミ
ネッセンス素子。
【００１９】
９．上記１～８の何れか１項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子を有することを
特徴とする表示装置。
【００２０】
１０．有機エレクトロルミネッセンス素子となった状態での電界発光によって得られる発
光極大波長が異なる２種以上の有機エレクトロルミネッセンス素子を有する多色表示装置
において、少なくとも１種の有機エレクトロルミネッセンス素子が上記１～８の何れか１
項に記載の有機エレクトロルミネッセンス素子であることを特徴とする多色表示装置。
【００２１】
以下に、本発明を詳細に説明する。
本発明者等は、燐光性のドーパント化合物を含有する発光層と陰極間に形成される少なく
とも１層を構成する化合物について鋭意検討を重ねた結果、その蛍光極大波長、分子量、
分子中の水素原子とフッ素原子の総和に対するフッ素原子の比（Ｆ／（Ｈ＋Ｆ））が特定
の値をとる場合に、発光輝度及び寿命の向上が得られることを見出した。具体的には、蛍
光極大波長が４１５ｎｍ以下で、分子量が５００～２０００で、分子中の水素原子とフッ
素原子の総和に対するフッ素原子の比が０～０．９である有機エレクトロルミネッセンス
素子は発光輝度が高く寿命が長いことを見出した。
【００２２】
また、本発明の効果をより発現するためには、上記化合物の蛍光極大波長は４０５ｎｍ以
下が好ましく、分子量は７００～２０００が好ましく、分子中の水素原子とフッ素原子の
総和に対するフッ素原子の比は０．１～０．７が好ましい。さらに、発光層のホスト化合
物の蛍光極大波長は４１５ｎｍ以下が好ましく、４０５ｎｍ以下がより好ましい。発光層
と陽極間に形成される少なくとも１層を構成する化合物の蛍光極大波長は４１５ｎｍ以下
が好ましい。
【００２３】
本発明において、蛍光極大波長は、化合物をガラス基板上に１００ｎｍ蒸着したときの蒸
着膜の蛍光スペクトルを測定した時の極大値である。
【００２４】
本発明において、発光層と陰極間に形成される少なくとも１層を構成する層は、陰極から
注入された電子を発光層に伝達する層（電子輸送層）としての役割と、陽極から注入され
た正孔が陰極側へ流出するのを防ぎ再結合効率を向上させる層（正孔阻止層）としての役
割と、発光層内で再結合によって生成した励起子（エキシトン）を発光層内に閉じ込める
層（エキシトン阻止層）のいずれかまたは複数の機能を有しているものと考えられる。
【００２５】
有機ＥＬ素子は複数層の有機化合物薄膜から構成される。ただし、複数層構成において、
有機物以外の層（例えばフッ化リチウム層や無機金属塩の層、またはそれらを含有する層
等）が任意の位置に配置されていてもよい。
【００２６】
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前記有機化合物薄膜は、一対の電極から注入された電子及び正孔が再結合して発光する領
域（発光領域）を有する発光層及び発光層と隣接する隣接層の少なくとも２層を有する。
前記発光領域は、発光層の層全体であってもよいし、発光層の厚みの一部分であってもよ
い。また、発光層と隣接層との界面であってもよい。本発明において、発光領域が２層に
わたる場合には、どちらか一層を発光層ととらえ、もう一層を前記発光層の隣接層ととら
える。
【００２７】
隣接層については後述するが、その機能によって大きくは正孔輸送層と電子輸送層に分類
することができる。さらに細かく機能分類すると、正孔注入層、正孔輸送層、電子阻止層
、電子注入層、電子輸送層、正孔阻止層等がある。
【００２８】
発光層のホストとドーパントとは、発光層を２種類以上の化合物から構成し、前記２種以
上の化合物の混合比（質量）で最も多いものがホストであり、少ない方がドーパントであ
る。例えば発光層をＡ化合物、Ｂ化合物という２種で構成しその混合比がＡ：Ｂ＝１０：
９０であればＡ化合物がドーパントであり、Ｂ化合物がホストである。
【００２９】
更に発光層をＡ化合物、Ｂ化合物、Ｃ化合物の３種から構成しその混合比がＡ：Ｂ：Ｃ＝
５：１０：８５であればＡ化合物、Ｂ化合物がドーパントであり、Ｃ化合物がホストであ
る。
【００３０】
ドーパントの混合比は好ましくは質量で０．００１～５０％未満であり、ホストの混合比
は好ましくは質量で５０～１００％未満である。
【００３１】
蛍光極大波長とは蛍光スペクトルにおける極大値を与える波長のことであり、その材料の
物性を規定する指標である。もし、複数個の極大波長がある場合は長波長側の方を蛍光極
大波長とする。つまり、蛍光を与える励起状態が複数ある場合でも、一番エネルギーが低
い最低励起状態のことを意味する。蛍光の強度は関係しない。蛍光強度が非常に弱い場合
においても蛍光極大波長が４１５ｎｍ以下であればよい。
【００３２】
発光極大波長が異なる２種類以上の有機ＥＬ素子とは、２種類以上の有機ＥＬ素子間で電
界をかけたときに得られる発光の極大波長が１０ｎｍ以上異なることをいい、その波長は
好ましくは４００～７００ｎｍの範囲である。また同一基板上に好ましくは３種類の有機
ＥＬ素子を有し、その発光極大波長は好ましくはそれぞれ４３０～４８０ｎｍ（青色領域
）、５００～５７０ｎｍ（緑色領域）、５７０～６８０ｎｍ（赤色領域）である。
【００３３】
本発明において、有機ＥＬ素子の層構成の好ましい具体例を以下に示すが、本発明これに
限定されるものではない。
（ｉ）陽極／発光層／電子輸送層／陰極
（ii）陽極／正孔輸送層／発光層／電子輸送層／陰極
（iii）陽極／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／陰極
（iv）陽極／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／陰極バッファー層／陰極
（ｖ）陽極／陽極バッファー層／正孔輸送層／発光層／正孔阻止層／電子輸送層／陰極バ
ッファー層／陰極
有機ＥＬ素子における陽極としては、仕事関数の大きい（４ｅＶ以上）金属、合金、電気
伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが好ましく用いられる。このよう
な電極物質の具体例としてはＡｕ等の金属、ＣｕＩ、インジウムチンオキシド（ＩＴＯ）
、ＳｎＯ2、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。また、ＩＤＩＸＯ（Ｉｎ2Ｏ3－Ｚ
ｎＯ）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いてもよい。陽極は、これらの電極物
質を蒸着やスパッタリング等の方法により、薄膜を形成させ、フォトリソグラフィー法で
所望の形状のパターンを形成してもよく、あるいはパターン精度をあまり必要としない場
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合は（１００μｍ以上程度）、上記電極物質の蒸着やスパッタリング時に所望の形状のマ
スクを介してパターンを形成してもよい。この陽極より発光を取り出す場合には、透過率
を１０％より大きくすることが望ましく、また、陽極としてのシート抵抗は数百Ω／□以
下が好ましい。さらに膜厚は材料にもよるが、通常１０～１０００ｎｍ、好ましくは１０
～２００ｎｍの範囲で選ばれる。
【００３４】
一方、陰極としては、仕事関数の小さい（４ｅＶ以下）金属（電子注入性金属と称する）
、合金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが用いられる。この
ような電極物質の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マグネシウ
ム、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アル
ミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウム（
Ａｌ2Ｏ3）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金属等が挙げら
れる。これらの中で、電子注入性及び酸化等に対する耐久性の点から、電子注入性金属と
これより仕事関数の値が大きく安定な金属である第二金属との混合物、例えばマグネシウ
ム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、
アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ2Ｏ3）混合物、リチウム／アルミニウム混合物、
アルミニウム等が好適である。陰極は、これらの電極物質を蒸着やスパッタリング等の方
法により、薄膜を形成させることにより、作製することができる。また、陰極としてのシ
ート抵抗は数百Ω／□以下が好ましく、膜厚は通常１０～１０００ｎｍ、好ましくは５０
～２００ｎｍの範囲で選ばれる。なお、発光を透過させるため、有機ＥＬ素子の陽極また
は陰極のいずれか一方が、透明または半透明であれば発光輝度が向上し好都合である。
【００３５】
次に、本発明において、注入層、正孔輸送層、電子輸送層等について説明する。
【００３６】
注入層は必要に応じて設け、正孔注入層と電子注入層があり、上記のごとく正孔注入層は
陽極と発光層または正孔輸送層の間、及び、電子注入層は陰極と発光層または電子輸送層
との間に存在させてもよい。
【００３７】
注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に設けられる層のこと
で、「有機ＥＬ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日　エヌ・ティー・エス
社発行）」の第２編第２章「電極材料」（１２３～１６６頁）に詳細に記載されており、
正孔注入層（陽極バッファー層）と電子注入層（陰極バッファー層）とがある。
【００３８】
陽極バッファー層（正孔注入層）は、特開平９－４５４７９号、同９－２６００６２号、
同８－２８８０６９号等にもその詳細が記載されており、具体例として、銅フタロシアニ
ンに代表されるフタロシアニンバッファー層、酸化バナジウムに代表される酸化物バッフ
ァー層、アモルファスカーボンバッファー層、ポリアニリン（エメラルディン）やポリチ
オフェン等の導電性高分子を用いた高分子バッファー層等が挙げられる。
【００３９】
陰極バッファー層（電子注入層）は、特開平６－３２５８７１号、同９－１７５７４号、
同１０－７４５８６号等にもその詳細が記載されており、具体的にはストロンチウムやア
ルミニウム等に代表される金属バッファー層、フッ化リチウムに代表されるアルカリ金属
化合物バッファー層、フッ化マグネシウムに代表されるアルカリ土類金属化合物バッファ
ー層、酸化アルミニウムに代表される酸化物バッファー層等が挙げられる。
【００４０】
上記バッファー層（注入層）はごく薄い膜であることが望ましく、素材にもよるが、その
膜厚は０．１～１００ｎｍの範囲が好ましい。
【００４１】
阻止層は、上記のごとく、有機化合物薄膜の基本構成層の他に必要に応じて設けられるも
のである。例えば特開平１１－２０４２５８号、同１１－２０４３５９号、及び「有機Ｅ
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Ｌ素子とその工業化最前線（１９９８年１１月３０日　エヌ・ティー・エス社発行）」の
２３７頁等に記載されている正孔阻止（ホールブロック）層がある。
【００４２】
正孔阻止層とは広い意味では電子輸送層であり、電子を輸送する機能を有しつつ正孔を輸
送する能力が著しく小さい材料からなり、電子を輸送しつつ正孔を阻止することで電子と
正孔の再結合確率を向上させることができる。
【００４３】
一方、電子阻止層とは広い意味では正孔輸送層であり、正孔を輸送する機能を有しつつ電
子を輸送する能力が著しく小さい材料からなり、正孔を輸送しつつ電子を阻止することで
電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。
【００４４】
正孔輸送層とは正孔を輸送する機能を有する材料からなり、広い意味で正孔注入層、電子
阻止層も正孔輸送層に含まれる。
【００４５】
正孔輸送層、電子輸送層は単層もしくは複数層設けることができる。
本発明の有機ＥＬ素子においては、発光層のホスト、発光層に隣接する正孔輸送層、発光
層に隣接する電子輸送層すべての材料の蛍光極大波長が４１５ｎｍ以下であることが好ま
しい。
【００４６】
次にドーパントについて述べる。
原理としては２種挙げられ、一つはキャリアが輸送されるホスト上でキャリアの再結合が
起こってホスト化合物の励起状態が生成し、このエネルギーをドーパントに移動させるこ
とでドーパントからの発光を得るというエネルギー移動型、もう一つはドーパントがキャ
リアトラップとなり、ドーパント化合物上でキャリアの再結合が起こりドーパントからの
発光が得られるというキャリアトラップ型であるが、いずれの場合においても、ドーパン
ト化合物の励起状態のエネルギーはホスト化合物の励起状態のエネルギーよりも低いこと
が条件である。
【００４７】
また、エネルギー移動型ではエネルギー移動をしやすい条件として、ホストの発光とドー
パントの吸収の重なり積分が大きい方がよい。キャリアトラップ型ではキャリアトラップ
しやすいエネルギー関係であることが必要である。例えば電子のキャリアートラップはホ
ストの電子親和力（ＬＵＭＯレベル）よりもドーパントの電子親和力（ＬＵＭＯレベル）
の方が大きい必要がある。逆に正孔のキャリアトラップはドーパントのイオン化ポテンシ
ャル（ＨＯＭＯレベル）よりもドーパントのイオン化ポテンシャル（ＨＯＭＯレベル）が
小さい必要がある。
【００４８】
これらのことから、ドーパントには色純度を含めた発光色と発光輝度からドーパント化合
物の選択が可能で、ホスト化合物はキャリア輸送性がよく、更に上記のエネルギー関係を
満たすものから選ばれる。
【００４９】
発光層のドーパントは、燐光を発する有機化合物または錯体である。
本発明において、ドーパント化合物として用いられる燐光性化合物とは、２５℃において
燐光量子収率が０．００１以上であるものであり、好ましくは周期律表でVIII属の金属を
中心金属とする錯体系化合物であり、更に好ましくはオスミウム、イリジウム、白金錯体
系化合物である。
【００５０】
以下に、本発明で用いられる燐光性化合物の具体例を示すが、本発明はこれらに限定され
るものではない。これらの化合物は、例えば、Ｉｎｏｒｇ．Ｃｈｅｍ．４０巻、１７０４
－１７１１に記載の方法等により合成できる。
【００５１】
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【００５２】
【化２】



(16) JP 4374842 B2 2009.12.2

10

20

30

40
【００５３】
【化３】
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【００５４】
発光層のホスト化合物は、有機化合物または錯体であることが好ましく、本発明において
は、好ましくは蛍光極大波長が４１５ｎｍ以下、さらに好ましくは４００ｎｍ以下である
。ホスト化合物の極大波長を４１５ｎｍ以下にすることにより可視光、特にＢＧＲ発光が
可能となる。
【００５５】
つまり蛍光極大波長を４１５ｎｍ以下、好ましくは４００ｎｍ以下にすることにより、通
常のπ共役蛍光もしくは燐光材料において、π－π吸収を４２０ｎｍ以下に有するエネル
ギー移動型のドーパント発光が可能である。また４１５ｎｍ以下の蛍光を有することから
非常にワイドエネルギーギャップ（イオン化ポテンシャル－電子親和力、ＨＯＭＯ－ＬＵ
ＭＯ）であるので、キャリアトラップ型にも有利に働く。
【００５６】
このようなホスト化合物としては、有機ＥＬ素子に使用される公知のものの中から任意の
ものを選択して用いることができ、また後述の正孔輸送材料や電子輸送材料の殆どが発光
層ホスト化合物としても使用できる。
【００５７】
ポリビニルカルバゾールやポリフルオレンのような高分子材料でもよく、さらに前記ホス
ト化合物を高分子鎖に導入した、または前記ホスト化合物を高分子の主鎖とした高分子材
料を使用してもよい。
【００５８】
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ホスト化合物としては、正孔輸送能、電子輸送能を有しつつ、かつ、発光の長波長化を防
ぎ、なおかつ高Ｔｇ（ガラス転移温度）である化合物が好ましい。
【００５９】
このような有機化合物は、例えばπ電子平面を立体障害等の効果により非平面的すること
で得られる。例としてはトリアリールアミンのアリール基のオルト位（窒素原子から見た
）に立体障害性の置換基を導入することが挙げられる。これによりねじれ角が増強される
。即ち、メチル基、ｔ－ブチル基、イソプロピル基、ナフチル基のペリ位水素原子等、立
体障害のある置換基を有機化合物内に効果的に配置することにより、高Ｔｇ正孔輸送化合
物、高Ｔｇ電子輸送化合物のＴｇを下げることなく、多少の正孔輸送能、電子輸送能の低
下が見られるが短波長発光を有する発光材料が得られる。但し、置換基は上記に限定する
ものではない。
【００６０】
また、芳香環に共役する基を導入する場合に非共役する位に導入する（例えば、トリフェ
ニルアミンの場合フェニル基のメタ位）ことでも得られる。
【００６１】
このように立体障害置換基を有する発光材料、非共役型発光材料の化合物例を以下に挙げ
るが、本発明はこれに限定されるものではない。
【００６２】
【化４】
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【化８】
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【００６７】
正孔輸送層とは正孔を輸送する機能を有する材料からなり、広い意味で正孔注入層、電子
阻止層も正孔輸送層に含まれる。正孔輸送層は単層もしくは複数層設けることができる。
【００６８】
正孔輸送材料としては、特に制限はなく、従来、光導伝材料において、正孔の電荷注入輸
送材料として慣用されているものやＥＬ素子の正孔注入層、正孔輸送層に使用される公知
のものの中から任意のものを選択して用いることができる。
【００６９】
正孔輸送材料は、正孔の注入もしくは輸送、電子の障壁性のいずれかを有するものであり
、有機物、無機物のいずれであってもよい。例えばトリアゾール誘導体、オキサジアゾー
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ル誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導体及びピ
ラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミノ置換カルコ
ン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、ヒ
ドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合体、また、導電
性高分子オリゴマー、特にチオフェンオリゴマー等が挙げられる。
【００７０】
正孔輸送材料としては、上記のものを使用することができるが、ポルフィリン化合物、芳
香族第三級アミン化合物及びスチリルアミン化合物、特に芳香族第三級アミン化合物を用
いることが好ましい。
【００７１】
芳香族第三級アミン化合物及びスチリルアミン化合物の代表例としては、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，
Ｎ’－テトラフェニル－４，４’－ジアミノフェニル；Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’
－ビス（３－メチルフェニル）－〔１，１’－ビフェニル〕－４，４’－ジアミン（ＴＰ
Ｄ）；２，２－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）プロパン；１，１－ビス（４
－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）シクロヘキサン；Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラ－ｐ－
トリル－４，４’－ジアミノビフェニル；１，１－ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェ
ニル）－４－フェニルシクロヘキサン；ビス（４－ジメチルアミノ－２－メチルフェニル
）フェニルメタン；ビス（４－ジ－ｐ－トリルアミノフェニル）フェニルメタン；Ｎ，Ｎ
’－ジフェニル－Ｎ，Ｎ’－ジ（４－メトキシフェニル）－４，４’－ジアミノビフェニ
ル；Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラフェニル－４，４’－ジアミノジフェニルエーテル；４
，４’－ビス（ジフェニルアミノ）クオードリフェニル；Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ（ｐ－トリル
）アミン；４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）－４’－〔４－（ジ－ｐ－トリルアミノ）スチ
リル〕スチルベン；４－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノ－（２－ジフェニルビニル）ベンゼン
；３－メトキシ－４’－Ｎ，Ｎ－ジフェニルアミノスチルベンゼン；Ｎ－フェニルカルバ
ゾール、さらには、米国特許第５，０６１，５６９号明細書に記載されている２個の縮合
芳香族環を分子内に有するもの、例えば４，４’－ビス〔Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フ
ェニルアミノ〕ビフェニル（ＮＰＤ）、特開平４－３０８６８８号公報に記載されている
トリフェニルアミンユニットが３つスターバースト型に連結された４，４’，４’’－ト
リス〔Ｎ－（３－メチルフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ〕トリフェニルアミン（ＭＴＤ
ＡＴＡ）等が挙げられる。
【００７２】
さらにこれらの材料を高分子鎖に導入した、またはこれらの材料を高分子の主鎖とした高
分子材料を用いることもできる。
【００７３】
また、ｐ型－Ｓｉ，ｐ型－ＳｉＣ等の無機化合物も正孔注入材料、正孔輸送材料として使
用することができる。
【００７４】
また、本発明においては正孔輸送層の正孔輸送材料は４１５ｎｍ以下に蛍光極大波長を有
することが好ましい。すなわち、正孔輸送材料は、正孔輸送能を有しつつかつ、発光の長
波長化を防ぎ、なおかつ高Ｔｇである化合物が好ましい。
【００７５】
このような有機化合物は具体的な一例としてはπ電子平面を立体障害等の効果により非平
面的することで得られる。例としてはトリアリールアミンのアリール基のオルト位（窒素
原子から見た）に立体障害性の置換基を導入することが挙げられる。これによりねじれ角
を増強される。即ち、メチル基、ｔ－ブチル基、イソプロピル基、ナフチル基のペリ位水
素原子等の立体障害のある置換基を有機化合物内に効果的に配置することにより、高Ｔｇ
正孔輸送化合物のＴｇを下げることなく、多少の正孔輸送能の低下が見られるが短波長発
光を有する正孔輸送化合物が得られる。但し、置換基は上記に限定するものではない。
【００７６】
また、芳香環に共役する基を導入する場合に非共役する位に導入する（例えば、トリフェ
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【００７７】
このように立体障害置換基を有する正孔輸送材料及び非共役型正孔輸送材料の化合物例を
以下に挙げるがこれに限定されるものではない。
【００７８】
【化９】

【００７９】
【化１０】
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【化１１】
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【００８１】
【化１２】
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【００８２】
【化１３】
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【００８３】
【化１４】
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【００８４】
【化１５】
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【００８５】
【化１６】
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【００８６】
【化１７】
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【００８７】
【化１８】
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【００８８】
【化１９】
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【００８９】
この正孔輸送層は、上記正孔輸送材料を、例えば真空蒸着法、スピンコート法、キャスト
法、インクジェット法、ＬＢ法等の公知の方法により、薄膜化することにより形成するこ
とができる。正孔輸送層の膜厚については特に制限はないが、通常は５～５０００ｎｍ程
度である。この正孔輸送層は、上記材料の一種または二種以上からなる一層構造であって
もよい。
【００９０】
電子輸送層とは電子を輸送する機能を有する材料からなり、広い意味で電子注入層、正孔
阻止層も電子輸送層に含まれる。電子輸送層は単層もしくは複数層設けることができる。
【００９１】
従来、単層の電子輸送層、及び複数層とする場合は発光層に対して陰極側に隣接する電子
輸送層に用いられる電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる）としては、下記化合物が知ら
れている。
【００９２】
【化２０】
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【００９３】
　　本発明においては、陰極と発光層間に少なくとも１層の電子輸送層が形成され、該電
子輸送層に用いられる電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる）は、蛍光極大波長が４１５
ｎｍ以下で、分子量が５００～２０００で、分子中の水素原子とフッ素原子の総和に対す
るフッ素原子の比（Ｆ／（Ｈ＋Ｆ））が０～０．９である電子輸送材料（以下、本発明に
おける電子輸送材料ということがある）である。該電子輸送材料が、複数である場合、陰
極側の発光層表面に隣接する電子輸送層が本発明における電子輸送材料から構成されるこ
とが好ましい。該電子輸送材料の例を参考の化合物も含め以下に挙げるが、本発明の電子
輸送材料は以下のうち１、３、４、５、１１、１４または１７で表される化合物である。



(37) JP 4374842 B2 2009.12.2

10

20

30

40

【００９４】
【化２１】

【００９５】
【化２２】
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【００９６】
【化２３】
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【００９７】
【化２４】
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【００９８】
【化２５】
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【００９９】
【化２６】
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【０１００】
【化２７】
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【０１０１】
【化２８】



(44) JP 4374842 B2 2009.12.2

10

20

30

40

50

【０１０２】
また、電子輸送層を複数層とする場合、少なくとも１層が本発明の化合物から構成される
層であり、その他の層は特に制限はなく、従来のＥＬ素子の電子輸送材料に使用される公
知のものの中から任意のものを選択して用いることができる。ここで当該化合物から構成
されるとは、当該化合物が５０質量％以上含有されていることをいい、その他の化合物が
含まれていてもよい。当該化合物は９０質量％以上含有されていることが好ましい。
【０１０３】
この電子輸送材料の例としては、フェナントロリン誘導体、ビピリジン誘導体、ニトロ置
換フルオレン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体、ナフタレ
ンペリレン等の複素環テトラカルボン酸無水物、カルボジイミド、フレオレニリデンメタ
ン誘導体、アントラキノジメタン及びアントロン誘導体、オキサジアゾール誘導体等が挙
げられる。さらに、上記オキサジアゾール誘導体において、オキサジアゾール環の酸素原
子を硫黄原子に置換したチアジアゾール誘導体、電子吸引基として知られているキノキサ
リン環を有するキノキサリン誘導体も、電子輸送材料、電子注入材料として用いることが
できる。
【０１０４】
さらにこれらの材料を高分子鎖に導入した、またはこれらの材料を高分子の主鎖とした高
分子材料を用いることもできる。
【０１０５】
本発明に係る有機ＥＬ素子に好ましく用いられる基体は、ガラス、プラスチック等の種類
には特に限定はなく、また、透明のものであれば特に制限はないが、好ましく用いられる
基板としては例えばガラス、石英、光透過性樹脂フィルムを挙げることができる。特に好
ましい基体は、有機ＥＬ素子にフレキシブル性を与えることが可能な樹脂フィルムである
。
【０１０６】
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樹脂フィルムとしては、例えばポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナ
フタレート（ＰＥＮ）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリエーテルイミド、ポリエ
ーテルエーテルケトン、ポリフェニレンスルフィド、ポリアリレート、ポリイミド、ポリ
カーボネート（ＰＣ）、セルローストリアセテート（ＴＡＣ）、セルロースアセテートプ
ロピオネート（ＣＡＰ）等からなるフィルム等が挙げられる。
【０１０７】
樹脂フィルムの表面には、無機物もしくは有機物の被膜またはその両者のハイブリッド被
膜が形成されていてもよい。
【０１０８】
本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子の発光の室温における外部取り出し効率は１
％以上であることが好ましく、より好ましくは２％以上である。ここに、外部取り出し量
子効率（％）＝有機ＥＬ素子外部に発光した光子数／有機ＥＬ素子に流した電子数×１０
０である。
【０１０９】
またカラーフィルター等の色相改良フィルター等を併用してもよい。
本発明の多色表示装置は少なくとも２種類の異なる発光極大波長を有する有機ＥＬ素子か
らなるが、有機ＥＬ素子を作製する好適な例を説明する。例として、陽極／正孔注入層／
正孔輸送層／発光層／電子輸送層／電子注入層／陰極からなる有機ＥＬ素子の作製法につ
いて説明すると、まず適当な基体上に、所望の電極物質、例えば陽極用物質からなる薄膜
を、１μｍ以下、好ましくは１０～２００ｎｍの膜厚になるように、蒸着やスパッタリン
グ等の方法により形成させ、陽極を作製する。次に、この上に素子材料である正孔注入層
、正孔輸送層、発光層、電子輸送層、電子注入層、正孔阻止層の有機化合物薄膜を形成さ
せる。
【０１１０】
この有機化合物薄膜の薄膜化の方法としては、前記の如くスピンコート法、キャスト法、
インクジェット法、蒸着法、印刷法等があるが、均質な膜が得られやすく、かつピンホー
ルが生成しにくい等の点から、真空蒸着法またはスピンコート法が特に好ましい。さらに
層ごとに異なる製膜法を適用してもよい。製膜に蒸着法を採用する場合、その蒸着条件は
、使用する化合物の種類等により異なるが、一般にボート加熱温度５０～４５０℃、真空
度１０-6～１０-2Ｐａ、蒸着速度０．０１～５０ｎｍ／秒、基板温度－５０～３００℃、
膜厚０．１ｎｍ～５μｍの範囲で適宜選ぶことが望ましい。
【０１１１】
これらの層の形成後、その上に陰極用物質からなる薄膜を、１μｍ以下好ましくは５０～
２００ｎｍの範囲の膜厚になるように、例えば蒸着やスパッタリング等の方法により形成
させ、陰極を設けることにより、所望の有機ＥＬ素子が得られる。この有機ＥＬ素子の作
製は、一回の真空引きで一貫して正孔注入層から陰極まで作製するのが好ましいが、途中
で取り出して異なる製膜法を施してもかまわない。その際には作業を乾燥不活性ガス雰囲
気下で行う等の配慮が必要となる。
【０１１２】
本発明の多色表示装置は、発光層形成時のみシャドーマスクを設け、他層は共通であるの
でシャドーマスク等のパターニングは不要であり、一面に蒸着法、キャスト法、スピンコ
ート法、インクジェット法、印刷法等で膜を形成できる。
【０１１３】
発光層のみパターニングを行う場合、その方法に限定はないが、好ましくは蒸着法、イン
クジェット法、印刷法である。蒸着法を用いる場合においてはシャドーマスクを用いたパ
ターニングが好ましい。
【０１１４】
また作製順序を逆にして、陰極、電子注入層、電子輸送層、発光層、正孔輸送層、正孔注
入層、陽極の順に作製することも可能である。
【０１１５】
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このようにして得られた多色表示装置に、直流電圧を印加する場合には、陽極を＋、陰極
を－の極性として電圧２～４０Ｖ程度を印加すると、発光が観測できる。また、逆の極性
で電圧を印加しても電流は流れずに発光は全く生じない。さらに、交流電圧を印加する場
合には、陽極が＋、陰極が－の状態になったときのみ発光する。なお、印加する交流の波
形は任意でよい。
【０１１６】
本発明の多色表示装置は、表示デバイス、ディスプレー、各種発光光源として用いること
ができる。表示デバイス、ディスプレーにおいて、青、赤、緑発光の３種の有機ＥＬ素子
を用いることにより、フルカラーの表示が可能となる。
【０１１７】
表示デバイス、ディスプレーとしてはテレビ、パソコン、モバイル機器、ＡＶ機器、文字
放送表示、自動車内の情報表示等が挙げられる。特に静止画像や動画像を再生する表示装
置として使用してもよく、動画再生用の表示装置として使用する場合の駆動方式は単純マ
トリックス（パッシブマトリックス）方式でもアクティブマトリックス方式でもどちらで
もよい。
【０１１８】
発光光源としては家庭用照明、車内照明、時計や液晶用のバックライト、看板広告、信号
機、光記憶媒体の光源、電子写真複写機の光源、光通信処理機の光源、光センサーの光源
等が挙げられるがこれに限定するものではない。
【０１１９】
また、本発明に係る有機ＥＬ素子に共振器構造を持たせた有機ＥＬ素子として用いてもよ
い。
【０１２０】
このような共振器構造を有した有機ＥＬ素子の使用目的としては光記憶媒体の光源、電子
写真複写機の光源、光通信処理機の光源、光センサーの光源等が挙げられるがこれに限定
するものではない。
【０１２１】
また、レーザー発振をさせることにより、上記用途に使用してもよい。
【０１２２】
【実施例】
以下、実施例を挙げて本発明を詳細に説明するが、本発明の態様はこれに限定されない。
【０１２３】
実施例１
〔有機ＥＬ素子の作製〕
陽極として１００ｍｍ×１００ｍｍ×１．１ｍｍのガラス基板上にＩＴＯ（インジウムチ
ンオキシド）を１５０ｎｍ成膜した基板（ＮＨテクノグラス社製ＮＡ－４５）にパターニ
ングを行った後、このＩＴＯ透明電極を設けた透明支持基板をイソプロピルアルコールで
超音波洗浄し、乾燥窒素ガスで乾燥し、ＵＶオゾン洗浄を５分間行なった。
【０１２４】
この透明支持基板を、市販の真空蒸着装置の基板ホルダーに固定し、一方、モリブデン製
抵抗加熱ボートに、α－ＮＰＤを２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボートにＣ
ＢＰを２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボートにバソキュプロイン（ＢＣＰ）
を２００ｍｇ入れ、別のモリブデン製抵抗加熱ボートにＩｒ－１０（燐光性化合物）を１
００ｍｇ入れ、さらに別のモリブデン製抵抗加熱ボートにトリス（８－キノリノラート）
アルミニウム（III）（Ａｌｑ3）を２００ｍｇ入れ、真空蒸着装置に取付けた。次いで、
真空槽を４×１０-4Ｐａまで減圧した後、α－ＮＰＤの入った前記加熱ボートに通電して
、２２０℃まで加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／ｓｅｃで透明支持基板に蒸着し、膜厚４５
ｎｍの正孔輸送層を設けた。さらに、ＣＢＰとＩｒ－１０の入った前記加熱ボートにそれ
ぞれ通電して２２０℃まで加熱し、それぞれ蒸着速度０．１ｎｍ／ｓｅｃ、０．０１ｎｍ
／ｓｅｃで前記正孔輸送層上に共蒸着して膜厚２０ｎｍの発光層を設けた。なお、蒸着時



(47) JP 4374842 B2 2009.12.2

10

20

30

40

50

の基板温度は室温であった。さらに、ＢＣＰの入った前記加熱ボートに通電して２５０℃
まで加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／ｓｅｃで前記発光層の上に蒸着して膜厚１０ｎｍの正
孔阻止層の役割も兼ねた第１の電子輸送層を設けた。その上に、さらに、Ａｌｑ3の入っ
た前記加熱ボートに通電して２５０℃まで加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／ｓｅｃで前記電
子輸送層の上に蒸着して更に膜厚４０ｎｍの電子輸送層を設けた。なお、蒸着時の基板温
度は室温であった。
【０１２５】
次に、真空槽を開け、電子輸送層の上にステンレス鋼製の長方形穴あきマスクを設置し、
一方、モリブデン製抵抗加熱ボートにマグネシウム３ｇを入れ、タングステン製の蒸着用
バスケットに銀を０．５ｇ入れ、再び真空槽を２×１０-4Ｐａまで減圧した後、マグネシ
ウム入りのボートに通電して蒸着速度１．５～２．０ｎｍ／ｓｅｃでマグネシウムを蒸着
し、この際、同時に銀のバスケットを加熱し、蒸着速度０．１ｎｍ／ｓｅｃで銀を蒸着し
、前記マグネシウムと銀との混合物からなる陰極電極とすることにより、有機ＥＬ素子Ｎ
ｏ．１（比較用）を作製した。
【０１２６】
上記有機ＥＬ素子Ｎｏ．１の作製において、正孔阻止層を兼ねた第１の電子輸送層に用い
たＢＣＰ、発光層に用いたホスト化合物のＣＢＰ、正孔輸送層のα－ＮＰＤを表１に示す
化合物に置き換えた以外は全く同じ方法で、有機ＥＬ素子Ｎｏ．２～１８を作製した。
【０１２７】
【化２９】

【０１２８】
【化３０】



(48) JP 4374842 B2 2009.12.2

10

【０１２９】
〔評価〕
（発光輝度）
有機ＥＬ素子Ｎｏ．１では、初期駆動電圧３Ｖで電流が流れ始め、発光層のドーパントで
ある燐光性化合物からの青色の発光を示した。有機ＥＬ素子Ｎｏ．１－１の温度２３℃、
乾燥窒素ガス雰囲気下で９Ｖ直流電圧を印加した時の発光輝度をミノルタ製ＣＳ－１００
０を用いて測定し、この値を１００としたときの有機ＥＬ素子各試料それぞれの発光輝度
の比（相対値）を表１に示す。
【０１３０】
（寿命）
また、有機ＥＬ素子Ｎｏ．１の温度２３℃、乾燥窒素ガス雰囲気下、初期輝度を１００ｃ
ｄ／ｍ2としたときの、輝度の半減する時間を１００としたときの有機ＥＬ素子各試料そ
れぞれの輝度の半減する時間の比（相対値）を表１に示す。
【０１３１】
【表１】
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【０１３２】
表１より、比較の有機ＥＬ素子Ｎｏ．１、２の正孔阻止材料に比べて、分子量が本発明の
範囲のものは、寿命が長いことがわかる。また、比較有機ＥＬ素子Ｎｏ．３の正孔阻止材
料に比べて、蛍光極大波長が本発明の範囲のものは、発光輝度が高いことがわかる。また
、比較有機ＥＬ素子Ｎｏ．４の正孔阻止材料に比べて、Ｆ／（Ｈ＋Ｆ）が本発明の範囲内
のものは、発光輝度は同等以上であり寿命は大幅に改善されていることがわかる。さらに
、正孔輸送材料の化合物の極大吸収波長が４１５ｎｍ以下のとき、発光輝度がさらに向上
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【０１３３】
Ｉｒ－１０をＩｒ－１またはＩｒ－９に変更した以外は有機ＥＬ素子Ｎｏ．１～１６と同
様にして作製した有機ＥＬ素子においても同様の効果が得られた。なお、Ｉｒ－１を用い
た素子からは緑色の発光が、Ｉｒ－９を用いた素子からは赤色の発光が得られた。
【０１３４】
実施例２
〔多色表示装置の作製〕
（青色発光素子）
ガラス基板上にＩＴＯを膜厚２００ｎｍで蒸着して陽極（シート抵抗３０Ω／□）を形成
した。この陽極上に、シャドーマスクをかけ化合物３－２１を膜厚６０ｎｍに真空蒸着し
て正孔輸送層とした。その上にＴＣＴＡとＩｒ－１０（燐光性化合物）を共蒸着（ＴＣＴ
Ａ：Ｉｒ－１０＝９７：３）し膜厚４０ｎｍとし青色発光層とした。
【０１３５】
更に化合物４を蒸着して膜厚３０ｎｍとし正孔阻止層の役割も兼ねた電子輸送層を設けた
。その上に、さらに、Ａｌｑ3を膜厚２０ｎｍに真空蒸着し電子輸送層とした。これを青
色発光素子とした。
【０１３６】
（緑色発光素子）
次にシャドーマスクを横にずらし、陽極上にα－ＮＰＤを膜厚３０ｎｍに真空蒸着して正
孔輸送層とした。その上にＴＣＴＡとＩｒ－１（燐光性化合物）を共蒸着（ＴＣＴＡ：Ｉ
ｒ－１＝９７：３）し膜厚２０ｎｍとし緑色発光層とした。
【０１３７】
更に化合物４を蒸着して膜厚３０ｎｍとし正孔阻止層の役割も兼ねた電子輸送層を設けた
。その上に、さらに、Ａｌｑ3を膜厚２０ｎｍに真空蒸着し電子輸送層とした。これを緑
色発光素子とした。
【０１３８】
（赤色発光素子）
更にシャドーマスクを横にずらし、陽極上にα－ＮＰＤを膜厚４０ｎｍに真空蒸着して正
孔輸送層とした。その上にＢｅｂｑとＤＣＭIIを共蒸着（Ｂｅｂｑ：ＤＣＭII＝９７：３
）し膜厚３０ｎｍとし赤色発光層とした。
【０１３９】
更に化合物４を蒸着して膜厚３０ｎｍとし正孔阻止層の役割も兼ねた電子輸送層を設けた
。その上に、さらに、Ａｌｑ3を膜厚３０ｎｍに真空蒸着し電子輸送層とした。これを赤
色発光素子とした。
【０１４０】
シャドーマスクをはずし、ＬｉＦを膜厚０．５ｎｍで一面蒸着した。
最後にシャドーマスクをかけＡｌを膜厚２００ｎｍ蒸着し、青色、緑色、赤色発光素子を
同一基板上に有する多色表示装置を作製した。
【０１４１】
なお、膜状態での蛍光極大波長は、化合物４が３９８ｎｍ、
青色発光素子：発光極大波長４６０ｎｍ
緑色発光素子：発光極大波長５２５ｎｍ
赤色発光素子：発光極大波長６４５ｎｍ
であった。
【０１４２】
【化３１】
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【０１４３】
図１には作製したフルカラー表示装置の表示部の模式図のみを示した。即ち同一基板上に
、複数の走査線５及びデータ線６を含む配線部と、並置した複数の画素３（発光の色が青
領域の画素、緑領域の画素、赤領域の画素等）とを有し、配線部の走査線５及び複数のデ
ータ線６は、それぞれ導電材料からなり、走査線５とデータ線６は格子状に直交して、直
交する位置で画素３に接続している（詳細は図示せず）。前記複数の画素３は、それぞれ
の発光色に対応した有機ＥＬ素子、アクティブ素子であるスイッチングトランジスタと駆
動トランジスタそれぞれが設けられたアクティブマトリクス方式で駆動されており、走査
線５から走査信号が印加されると、データ線６から画像データ信号を受け取り、受け取っ
た画像データに応じて発光する。この様に各赤、緑、青の画素を適宜、並置することによ
って、多色表示が可能となる。
【０１４４】
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多色表示装置を駆動することにより、輝度の高い鮮明なフルカラー動画表示が得られた。
【０１４５】
実施例３
以下のようにして、図２の層構成の多色表示装置を作製した。
【０１４６】
ガラス基板１上にＩＴＯを膜厚２００ｎｍで蒸着して陽極２０（シート抵抗３０Ω／□）
を形成した。この陽極２０上に、真空蒸着法により化合物３－２１を膜厚６０ｎｍに一面
蒸着して正孔輸送層２１を形成した。次いで、シャドーマスクをかけ、ＴＣＴＡとＩｒ－
１０（燐光性化合物）を共蒸着（ＴＣＴＡ：Ｉｒ－１０＝９７：３）し膜厚３３ｎｍとし
青色発光層２２とした。
【０１４７】
次にシャドーマスクを横にずらし、ＴＣＴＡとＩｒ－１（燐光性化合物）を共蒸着（ＴＣ
ＴＡ：Ｉｒ－１＝９７：３）し膜厚３３ｎｍとし緑色発光層２３とした。
【０１４８】
更にシャドーマスクを横にずらし、ＴＣＴＡとＩｒ－９（燐光性化合物）を共蒸着（ＴＣ
ＴＡ：Ｉｒ－９＝９７：３）し膜厚３３ｎｍとし赤色発光層２４とした。
【０１４９】
次にシャドーマスクをはずし、化合物４を一面蒸着して膜厚３０ｎｍとし正孔阻止層の役
割も兼ねた電子輸送層２５を設けた。その上に、さらに、Ａｌｑ3を膜厚２０ｎｍに真空
蒸着し電子輸送層２６とした。
【０１５０】
最後にシャドーマスクをかけＡｌを膜厚２００ｎｍ蒸着して陰極２７を形成することで、
図１の層構成の多色表示装置を作製した。
【０１５１】
作製した多色表示装置の発光特性は、
青色発光素子：発光極大波長４４０ｎｍ
緑色発光素子：発光極大波長５１０ｎｍ
赤色発光素子：発光極大波長５８０ｎｍ
であった。
【０１５２】
この多色表示装置は、輝度の高い鮮明な動画表示が可能であった。この製造法は、各色発
光素子の発色層のドーパント以外を同一にすることにより、各色発光素子に共通の材料で
ある化合物３－２１、化合物４、Ａｌｑ3を一度に蒸着できるため、実施例２の製造法に
比べ製造工程が簡略化される。
【０１５３】
【発明の効果】
発光輝度及び寿命の向上した有機エレクトロルミネッセンス素子、及びこれを用いた低消
費電力、高輝度な表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】多色表示装置の表示部の模式図。
【図２】多色表示装置の模式図。
【符号の説明】
１　ガラス基板
２　配線部
３　画素
５　走査線
６　データ線
２０　陽極
２１　正孔輸送層
２２　青色発光層
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２３　緑色発光層
２４　赤色発光層
２５、２６　電子輸送層
２７　陰極

【図１】

【図２】
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